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平成平成1818年東京都地価調査のあらまし年東京都地価調査のあらまし
公的評価と不動産鑑定士の役割公的評価と不動産鑑定士の役割

添付資料添付資料
◆◆ 土地の価格指標土地の価格指標--------p.2p.2
◆◆ 不動産を取り巻く環境の変化不動産を取り巻く環境の変化--------p.3p.3
◆◆ 不動産業界を取り巻く第不動産業界を取り巻く第22のパラダイムシフトのパラダイムシフトp.4p.4

◆◆ 銀座の取引事例銀座の取引事例--------p.5p.5
◆◆ 取引価格情報の収集・提供スキーム取引価格情報の収集・提供スキーム--------p.6p.6
◆◆ 基準地平均価格推移（指数）・グラフ基準地平均価格推移（指数）・グラフ--------p.7,8p.7,8
◆◆ 平成平成17,1817,18年年･･区市町村別区市町村別･･用途別用途別･･
対前年変動率対前年変動率･･グラフグラフ--------p.9p.9～～1414

◆◆ 価格・上昇率、高順位一覧（価格・上昇率、高順位一覧（1010位まで）位まで） p.15p.15～～2222

(2)(2) 不動産鑑定士の役割不動産鑑定士の役割

①① 的確な鑑定評価を行い土地等の適正的確な鑑定評価を行い土地等の適正
な価格形成に寄与な価格形成に寄与
● 取引の安全・市場の活性化・課税の均衡

②② 新スキームによる取引事例価格情報新スキームによる取引事例価格情報
の収集の収集
● 土地価格等の情報インフラの整備・提供

(1)(1) 地価動向と市場の構造変化地価動向と市場の構造変化
①① 東京都全域で、平均変動率が東京都全域で、平均変動率が1616年ぶりに年ぶりに

上昇上昇
● 住宅地、商業地の全調査ポイント（区部）で上昇
● 住宅地、商業地とも上昇率が急拡大

②② 競争の激化、限られた需要の奪い合い競争の激化、限られた需要の奪い合い
● 二極化、個別化、選別化

③③ 不動産をとりまく環境の変化・不動産イノ不動産をとりまく環境の変化・不動産イノ
ベーションベーション

④④ 第第22のパラダイムシフトのパラダイムシフト
● 不動産証券化市場の急拡大・個別的要因格差の
拡大、不動産の目利き

⑤⑤ 住宅地・商業地で元気なところ住宅地・商業地で元気なところ
● 都市再開発による機能更新、規制緩和、
新名所の誕生・収益性の上昇

● 海外ブランド店等の出店、集積効果
● 交通インフラの整備、利便性の向上

地価調査委員長･芦澤 正志

平成18年10月13日
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①土地の価格指標

平成18年
約400,000地点

平成18年
約19,000地点

平成18年
約25,000地点

平成18年
約31,000地点

評価地点数

地価公示価格の
70%

地価公示価格の
80%

100100評価水準

1地点につき1名の
不動産鑑定士評価
額・精通者意見･売
買事例等

1地点につき1名
の不動産鑑定士
評価額・精通者意
見･売買事例等

1地点につき1名の
不動産鑑定士による評価

1地点につき2名の
不動産鑑定士による評価

評価方法

基準年度前年の

1月1日
1月1日7月1日1月1日評価基準

固定資産税・

不動産取得税等の

課税額算定

相続税・贈与税の

課税額算定

1.一般の土地取引の指標
2.不動産鑑定評価の規準
3.公共用地取得価格の算

定基準等

1.一般の土地取引の指標
2.不動産鑑定評価の規準
3.公共用地取得価格の算

定基準等

評価目的

地方税法

第341条第5号
固定資産評価基準

相続税法

第22条
国土利用計画法

施行令第9条
地価公示法

第2条第1項
根拠規定

市町村長国税局長都道府県知事国土交通省土地鑑定委員評価機関

固定資産税評価相続税評価都道府県

地価調査制度

地価公示制度
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＜高度成長～バブル期＞

『土地神話への信仰』

＜バブル崩壊～景気回復期＞

『不動産”新”話の時代へ』

資産重視の経営

所有＝経営

取得原価主義会計

資産（B/S）重視

多角化経営

間接金融

キャピタルゲイン期待

コーポレートファイナンス

右肩上がり

不動産担保金融

含み益の蓄積

取引事例比較法

キャッシュフロー経営

所有と経営の分離

時価会計／減損会計

収益（P/L）重視

資源集中／本業特化

直接金融

インカムゲイン重視

プロジェクトファイナンス

二極化／個別化

証券化技術の発達

保有リスクの顕在化

収益還元法

不 動 産 市 場

経 営 環 境

不動産を取り巻く環境の変化 ～不動産テクノロジーの変化～

量から質への転換

不動産イノベーション
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東京都の地価水準及び物価指標（ 1980年＝100）
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実質GDP 地価（東京都） 地価（23区商業） 地価（千代田区商業） 日経平均 CPI 長期金利

プラザ合意

パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
①

旧SPC法

金融破綻

旧大蔵省通達
（総量規制）

不動産業界を取り巻く第２のパラダイムシフト ～時系列データ
～

住専破綻

金融ﾋﾞｯｸﾞﾊﾞﾝ

J－REIT

都市再生法

2003年問題

▲1,300兆円
（土地・株式）

パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
②

減損早期適用

2007年問題

会社法

まちづくり3法

金融商品取引法

景気回復
金利/地価/ｺｽﾄ

バブル
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銀座の取引事例

更地としての正常価格

標準性・中庸性･代表性

稼働中の複合不動産（土地+建物）

更地価格建付地価格

路線価の3.4倍で取引された銀座の商業地（平成18年）
『局地バブル』といわれる銀座の地価高騰事例

<所 在 地> 中央区銀座七丁目

<種 別> 高 度 商 業 地

<路 線 価> 10,350A 千円/㎡
<取 引 価 格> 35,240 千円/㎡

総額 9,500百万円
土地 8,562百万円
建物 938百万円

3.4倍

取引事例 基準地価格

建付地価格
35,240千円/㎡内訳

>
＝<

（建付増加）

（建付減価）
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不 動 産 市 場

取引価格情報の収集・提供スキーム

法務省

国土交通省

取引当事者

②
異
動
情
報
に
基
づ
く

取
引
価
格
等
調
査

③
調
査
回
答

（
取
引
価
格
等
）

鑑定評価員（鑑定士）

④
現
地
調
査

⑤
取
引
事
例
カ
ー
ド

⑥
取
引
事
例

カ
ー
ド
の

加
工

取引価格
データ

提供サーバー

土地鑑定委員会

①異動情報

<↓ 電子情報>



7（資料）東京都財務局



8（注）昭和58年を100とする。
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平成17年基準地価格 区市町村別用途地域別対前年変動率

（資料）東京都財務局
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平成18年基準地価格 区市町村別用途地域別対前年変動率

（資料）東京都財務局
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15（資料）東京都財務局



16（資料）東京都財務局



17（資料）東京都財務局



18（資料）東京都財務局



19（資料）東京都財務局



20（資料）東京都財務局



21（資料）東京都財務局



22（資料）東京都財務局


